
大田市告示第１３５号の６  

 

大田市生活困窮者一時生活支援事業実施要綱を次のように定め

る。  

 

令和３年４月１日  

大田市長  楫  野  弘  和    

 

大田市生活困窮者一時生活支援事業実施要綱  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１

０５号。以下「法」という。）第７条第２項第１号に規定する生

活困窮者一時生活支援事業（以下「事業」という。）の実施につ

いて、必要な事項を定めるものとする。  

（事業の対象者）  

第２条  事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、法第

３条第２項に基づく生活困窮者自立相談支援事業による相談支

援の申込みをした者であって、次の各号のいずれにも該当するも

のとする。ただし、事業の対象者及び当該対象者と生計を一にす

る親族のいずれかが、暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団

員に該当するときは、この事業の対象者としない。  

(１ ) 事業の利用の申し込みを行った日（以下「申込日」という。）

の属する月における収入の額（同一の世帯に属する者の収入の

額を含む）が、申込日の属する年度（申込日の属する月が４月

から６月までの場合にあっては、前年度）分の大田市税条例（平

成１７年大田市条例第５４号）第２４条第２項で定められてい

る金額を１２で除して得た額（以下「基準額」という。）に、

住宅扶助基準額を加えた額以下であること。  

(２ ) 申込日における当該生活困窮者及び当該生活困窮者と同

一の世帯に属する者の所有する金融資産の合計額が、基準額に

６を乗じて得た額（当該額が１００万円を超える場合は１００

万円）以下であること。  



２  前項の規定にかかわらず、市長が、緊急性等を勘案し支援が必

要と認める者は、事業の対象者とすることができる。  

（実施主体）  

第３条  事業の実施主体は、大田市とする。ただし、効果的に事業

を実施するため、その全部又は一部について事業の趣旨を理解し、

適切、公正、中立かつ効率的に実施することができると認められ

る者に委託することができる。  

（事業内容）  

第４条  事業の内容は、第６条第２項の規定により事業の利用を決

定した者（以下「利用者」という。）に対し、宿泊場所の供与及

び食事の提供を行うとともに、衣類その他の日用品を提供するも

のとする。ただし、宿泊せずに食事又は日用品の提供だけを受け

ることはできないものとする。  

２  前項の規定により宿泊場所の供与及び食事の提供を行う場合

において、市長は、事業を適切に実施することができると認める

者（以下「宿泊事業施設」という。）に委託して実施することが

できる。  

（利用期間）  

第５条  事業の利用期間は原則として連続する３月以内とする。た

だし、市長が必要と認める場合は、６月を超えない範囲内で市長

が定める期間とすることができる。  

（利用申込）  

第６条  事業の利用を希望する者（以下「申込者」という。）は、

大田市生活困窮者一時生活支援事業利用申込書（様式第１号）及

び大田市生活困窮者一時生活支援事業資産収入申告書（様式第２

号）を市長に提出しなければならない。  

２  市長は、前項の申込みがあったときは、申込者が第２条に定め

る対象者に該当するかを確認した上で、事業の利用の可否を決定

するものとする。  

３  市長は、前項の規定により事業の利用を決定したときは、申込

者に対し、大田市生活困窮者一時生活支援事業利用決定通知書

（様式第３号）により通知するものとする。  
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４  市長は、第２項の規定により利用の却下を決定したときは、申

込者に対し、大田市生活困窮者一時生活支援事業利用却下通知書

（様式第４号）により通知するものとする。  

（利用の中止）  

第７条  市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、

事業の利用を中止させることができる。  

(１ ) 第２条に定める対象者に該当しないことが明らかとなっ

た場合  

(２ ) 他の利用者の利用に支障を来す行為があり、市長が行う事

業の実施上必要な指導に従わない場合  

(３ ) 法第３条第２項に規定する生活困窮者自立相談支援事業

による支援を拒否し、又は必要な指示に従わない場合  

(４ ) 利用者の所在が不明となった場合  

(５ ) 前各号に掲げるほか、市長が事業の利用継続が困難と判断

した場合  

２  市長は、前項の規定により事業の利用の中止を決定したときは、

利用者に対し、大田市生活困窮者一時生活支援事業利用中止通知

書（様式第５号）によりこれを通知するものとする。  

（利用の終了）  

第８条  事業の利用は、利用者が安定した住居等を確保したとき又

は第５条の規定により当該利用者の利用期間として定めた期間

が満了したときに終了する。  

（報告）  

第９条  利用者は、事業の利用期間が終了したときは、大田市生活

困窮者一時生活支援事業利用報告書（様式第６号）を市長に提出

しなければならない。  

２  宿泊事業施設は、利用者が事業を利用している期間において、

大田市生活困窮者一時生活支援事業宿泊提供実績報告書（様式第

７号）により事業の実施状況の報告を毎月１回以上市長に提出し

なければならない。  

（宿泊提供費用の請求）  

第１０条  宿泊事業施設は、利用者による事業の利用があったとき

は、利用があった月ごとの宿泊提供費用（宿泊場所の供与及び食
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事の提供に要する費用をいう。以下この条において同じ。）を大

田市生活困窮者一時生活支援事業宿泊提供費用請求書（様式第８

号。以下「請求書」という。）により翌月１０日までに市長に請

求するものとする。  

２  市長は、前項の請求があったときは、請求書を受理した日から

３０日以内に宿泊提供費用を支払うものとする。  

（補則）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な

事項は、市長が別に定める。  

 

附  則  

この告示は、令和３年４月１日から施行する。
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様式第 1 号（第 6 条関係） 

 

大田市生活困窮者一時生活支援事業利用申込書 

 

年  月  日 

 

大田市長   様 

 

私は、事情により宿泊場所が必要ですので、大田市生活困窮者一時生活支援事業の利用を

申し込みます。 

 

記 

 

ふりがな  

男・女 
利用者氏名  

生年月日（年齢）              年   月   日 （   歳） 

緊急連絡先 
電話番号     －    － 

現在の状況 

住居喪失時期  

喪失前の住所  

喪失後の状況  

現在の居所  

利用開始日     年  月  日 終了予定日     年  月  日 

同伴者の有無 

有 

・ 

無 

続柄 氏 名 生年月日（年齢） 備 考 

    

    



様式第 2 号（第 6 条関係） 

 

大田市生活困窮者一時生活支援事業資産収入申告書 

 

年  月  日 

大田市長   様 

 

 

私は、大田市生活困窮者一時生活支援事業の利用を申し込むにあたり、私及び私と同一世

帯に属する者の収入および資産の申し立てをします。合わせて、申し立て事項に関する個人

情報が、一時生活支援事業の利用に必要となる範囲において市及び自立相談支援機関で相

互利用されることについて了承します。 

 

記 

 

ふりがな  

男・女 
利用者氏名  

生年月日（年齢）              年   月   日 （   歳） 

申

し

立

て

事

項 

ふりがな    

合 計 

氏 名    

続 柄    

性 別    

生年月日    

収入（月額） 円 円 円 円 

預貯金等の金額 円 円 円 円 

※申請日の属する月の収入（月額）が確実に推計できる場合はその額を、変動があるときは、収入の確定

している直近 3 か月間の平均収入を記載する。雇用保険の失業等給付、児童扶養手当等の各種手当も合算

すること。



様式第 3 号（第 6 条関係） 

大田市生活困窮者一時生活支援事業利用決定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

             様 

大田市長 

 

年  月  日付で申し込みのあった大田市生活困窮者一時生活支援事業の利

用については、下記のとおり決定しましたので通知します。 

 

記 

 

1 支援期間        年  月  日  ～  年  月  日 

2 支援実施場所 

3 留意事項 

（1） 事業による支援を受けている期間中、次のアからオまでに該当した場合は利用を

中止することがあります。 

ア 大田市生活困窮者一時生活支援事業実施要綱第 2 条の要件を満たさないことが明

らかとなった場合 

イ 他の利用者の利用に支障を来たす行為があり、市長が行う事業の実施上必要な指

導に従わない場合 

ウ 生活困窮者自立相談支援事業による支援を拒否し、又は必要な指示に従わない場

合 

エ 利用者の所在が不明となった場合 

オ その他、市長が事業の利用継続が困難と判断した場合 

（2） 支援期間として定めた期間中であっても、安定した住居等を確保することができ

た場合は、その日をもって支援を終了します。 

 

１ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に大田

市長に対し審査請求をすることができます。ただし、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３

か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、正当な理由があるとき

を除き、審査請求をすることができなくなります。 

２ また、処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請

求に対する裁決書を受け取った日）の翌日から起算して６か月以内に大田市を被告として（訴訟におい

て大田市を代表する者は大田市長となります。）、提起することができます。 

ただし、この通知書を受け取った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決書を受

け取った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日（１の審査請求をした場合は当

該審査請求に対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過したときは、正当な理由があるときを除

き、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。



様式第 4 号（第 6 条関係） 

大田市生活困窮者一時生活支援事業利用却下通知書 

 

第     号 

年  月  日 

             様 

大田市長 

 

年  月  日付で申し込みのあった大田市生活困窮者一時生活支援事業の利

用については、下記のとおり却下しましたので通知します。 

 

記 

 

1 却下決定日        年  月  日  

 

2 却下理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に大田

市長に対し審査請求をすることができます。ただし、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３

か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、正当な理由があるとき

を除き、審査請求をすることができなくなります。 

２ また、処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請

求に対する裁決書を受け取った日）の翌日から起算して６か月以内に大田市を被告として（訴訟におい

て大田市を代表する者は大田市長となります。）、提起することができます。 

ただし、この通知書を受け取った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決書を受

け取った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日（１の審査請求をした場合は当

該審査請求に対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過したときは、正当な理由があるときを除

き、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。



様式第 5 号（第 7 条関係） 

 

大田市生活困窮者一時生活支援事業利用中止通知書 

 

第     号 

年  月  日 

             様 

大田市長 

 

年  月  日付で決定した大田市生活困窮者一時生活支援事業の利用につい

て、下記のとおり利用を中止しますので通知します。 

 

記 

 

1 利用中止日        年  月  日  

 

2 利用中止の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
１ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に大田

市長に対し審査請求をすることができます。ただし、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３

か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、正当な理由があるとき

を除き、審査請求をすることができなくなります。 

２ また、処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請

求に対する裁決書を受け取った日）の翌日から起算して６か月以内に大田市を被告として（訴訟におい

て大田市を代表する者は大田市長となります。）、提起することができます。 

ただし、この通知書を受け取った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決書を受

け取った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日（１の審査請求をした場合は当

該審査請求に対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過したときは、正当な理由があるときを除

き、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。



様式第 6 号（第 9 条関係） 

 

大田市生活困窮者一時生活支援事業利用報告書 

 

年  月  日 

 

大田市長   様 

 

一時生活支援事業の利用が終了しましたので、大田市一時生活支援事業実施要綱第 9 条

第 1 項の規定により報告します。 

 

記 

 

ふりがな  

男・女 
利用者氏名  

生年月日（年齢）              年   月   日 （   歳） 

緊急連絡先 
電話番号   －   － 

同伴者 

続柄 氏  名 生年月日（年齢） 備 考 

    

    

利用開始日     年  月  日 終了日      年  月  日 

利用日数              日 

利用終了の理由  

利用終了後の行先  



様式第 7 号（第 9 条関係） 

 

大田市生活困窮者一時生活支援事業宿泊提供実績報告書 

年  月  日 

大田市長   様 

住  所 

名  称 

代 表 者 

 

以下のとおり宿泊等の受け入れを行いましたので、大田市一時生活支援事業実施要綱第 9

条第 2 項の規定により報告します。 

年   月分 利用者氏名  

日付 宿泊 朝食 昼食 夕食 日付 宿泊 朝食 昼食 夕食 

1     17     

2     18     

3     19     

4     20     

5     21     

6     22     

7     23     

8     24     

9     25     

10     26     

11     27     

12     28     

13     29     

14     30     

15     31     

16     計     

※該当があった欄に○をすること。



様式第 8 号（第 10 条関係） 

 

大田市生活困窮者一時生活支援事業宿泊提供費用請求書 

 

 

年  月  日 

 

大田市長   様 

住  所 

名  称 

代 表 者 

 

以下のとおり大田市生活困窮者一時生活支援事業に係る宿泊提供費用を請求します。 

 

 

年   月分 利用者氏名  

宿泊料（1 泊あ

たり） 
宿泊日数 食事代 合 計 

円 日 円 円 

振込先 

             銀行                支店 

普通・当座 

フリガナ 

 

口座名義人 

電話番号 

 


